












をして下さった。その経験も加え、モンゴル国における IT の現状について報告したい。 
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「The Mongolian Information and Communications 
Technology(ICT) Workforce Demand survey 2005」
[1]が USAID と ICTA（モンゴル国 ICT 局）の支援
により、「The Mongolian Information and 
Communications Technology(ICT) Workforce 
Demand survey 2005」[1]が USAID と ICTA（モン
ゴル国 ICT 局）の支援により、同国の様々な ICT
関連事業の実行機関である MIDAS/MONITA
（Mongolian Information Development  
Association/Mongolian Information Technology 
Association)により 2005 年 11 月に発行された。 
同調査書によると過去モンゴルにおいてICT関連の
活動が最も活発であったのは 2003 年と記されている。
この年、UNDP による The Mongolian Information 




 projects が実行された。さらに Soros 財団が設立した
Open Society の支援により 40 社以上のモンゴル国内
IT 企業が様々なプロジェクトに参加した。それにより、
モンゴル国内に様々システムが構築され、IT 基盤が





策をオープンにする Open Government の
URL(http://www.open-government.mn/)等である。 
  また、2002 年、韓国からの約1 億円の援助により、






し、2005 年 9 月に初めて 9 法人が優遇措置なしで安
定した経営が可能と判定され、巣立っていった。なお、
2005 年秋には日系資本の IT 会社が初めて国立 IT
パークに入居した。以上のようなプロジェクトによりモ
ンゴル IT 企業は実力を蓄えつつある。 
  2003 年のプロジェクト収束とともに、2004 年以降、
一旦 IT 産業の状況は停滞する。しかし、2005 年にな
り状況は一変する。2005 年 3 月韓国政府支援による










1.2 モンゴル国 IT の現状 
 
  モンゴル国 IT の現状を様々な数字を挙げて述べ
る。前述の 2003 年のプロジェクトの一環として
Current status of ICT development in Mongolia という
報告書[3]が UNDP の資金で Info Con 株式会社によ








   PC の普及率について述べる。一つの指針として
学校の普及率を挙げると首都ウランバートル市の大
学を除く公立学校 95 校では 1,059 台（平均 1 校当り
11 台）、それ以外の地方公立学校では 518 校に
2,041 台(平均 1 校当り 4 台)設置されている。大学等
の高等教育機関はそれ以上の PC が設置されている
が、学生 10 名に 1 台の割合であり、学生達に十分行
き渡っている状態には程遠い。さらに政府系のほぼ
全ての機関に PC は設置されているが、設置台数 20





では固定電話の加入者数は 1998 年には 100 人当り
4.2 で 2002 年では 5.6 とさほど大きく伸びていない。
一方、携帯電話の加入者数は 1998 年に 100 人当り、









9 社[1]あり、それらのネットワーク配下の地方に 2 次
ISP が 19 社[1]ある。さらに ISP の加入者数は
46,100[3]でインターネット利用者は 142,800[3]となっ
ている。2005年4月28日付の英字新聞MONTSAME 
DAILY NEWS 記事ではモンゴル国内の Web サイトは
約 1,500 サイト開設されているとある。 
  首都ウランバ-トル市に住民登録している市民
224 名無作為抽出したアンケートでは PC を利用した
ことのある人は 84.4%で、e-mail アドレス取得者は
75％[3]となっている。 
  モンゴル国内の ICT 関連の仕事を行っている就
業者数は 11,443 名で、ICT セクターでの就業者数は
51.6％の 5,899 名である。[1]そして IT 関連の学部学
科の大学生・大学院生数は合計 7,000 人、年間約
500 名程度の卒業生を輩出している。 





















1.3 モンゴル国の ICT 政策と教育 
 
  モンゴルの ICT 政策を推進しているのが ICT 
Authority（ICT 局）である。同局は発足間もない部門






  教育分野において、初等教育では、2001 年 ICT
教育が開始され、8 年生から 10 年生の 3 年間 ICT に
ついて学ぶ。一方モンゴル国内高等教育機関である
180 の国公立の大学、短期大学の 90,000 人の学生、
また、89 の私立の大学、短期大学の 33,000 人の学
生達は、将来に必要な科目として ICT を学んでいる。 









ICT 研修を受講している。モンゴル政府は 2007 年ま

















1.4 モンゴル国 IT 産業 
 
  モンゴル国内には、IT 企業は 100 社以上に上る
とされる。1.1 項の調査書[1]ではモンゴル国内 150 社
にアンケートを送付し、回答のあった 112 社の中で
ICT 企業は 59 社であると報告されている。その中で
1990 年代設立の会社は 15 社、2000 年から 2002 年
設立の会社は 15 社、残り 18 社が 2003 年以降設立
である。このことからここ数年で急激に IT 産業が発展
してきているのがわかる。 
  59 社の中でソフトウェア開発が業務と答えている









の経験がある企業はソフト開発会社 32 社中、11 社で
ある。モンゴル国内最大のコングロマリット MCS 社も




ベンダー事業を目指している企業も 2005 年 4 月に創
業され、モンゴル IT 企業の守備範囲は広がってきて
いる。 
  2006 年にソフトウェア開発企業は業界団体の協
会設立に動いている。モンゴル政府は IT 化を急速に
進めているため、現在発注される業務は多いが、そ














の実績では、ICT 関連企業 59 社のうち、無回答 9 社、
利益なしが 3 社、利益 1 百万 Tg（約 US$833）以下が







回答 96 社のうち、2004 年の IT 要員は正規従業員
900 名、パートタイム 39 名となっている。2005 年には
1,298 名の予定であり、359 名が新たに採用される計
算である。2006 年は 1,418 名でさらに 120 名採用と
予想され、多少の波はあるが今後とも IT 分野の採用
状況は好調なようである。また、調査以外の IT 企業も
多く、非 IT 企業も IT 要員の確保は欠かせない。実際
非 IT 分野の IT 従事者も多いので、1.2 項で述べたよ





1.5 モンゴル国 IT と日本との関わり 
 











   IT の資格試験が現在実施されていないモンゴル
において、来年度から JITEC(Japan 
Information-Technology Engineers Examination 
Center)の情報処理技術者試験の海外相互認証の
準備をしている。準備の一環として 2005 年 9 月 24 日










  2005 年 11 月から 2006 年 4 月までモンゴル ICT
局と NTT 東日本株式会社により中央県バガノール郡
都バガノールとムングモリト村の間に長距離デジタル













































2. e-Mongolia 計画 
 
  e-Mongolia プロジェクト計画の概要を述べると同




ⅳ)e-Tourism の 4 つの IT アプリケーションの導入と
推進⑥IT の産業化⑦IT マネージャのリーダシップの
醸成と改革の 7 つのコンポ-ネントで構成されている。 
   その中でとりわけ、重視されているのが、
e-Government Master Plan 実施である。同マスター




築(Passport Management System) (3)不動産登録シス
テム構築(Real Estate Registration System)(4)社会保
険システム構築(Social Insurance System)(5)雇用情報




ム構築(Business Registration and Approval 
Management system)(9)知的所有権管理システム構
築(Intellectual Property Management System)(10)住











(Information Protection System)(18)IT 資源の拡張
（ネットワークバックボーン、インターネット基盤の整備、
ハードェアの調達）(Expansion of ICT Resource 
(Back-bone, Internet facility, H/W))(19)モンゴル国
内行政システムの各データベースのコードの統一コ
ード体系の開発(National Unified Code System 
Development)(20)ICT リテラシ教育プログラムの開発
(ICT Literacy and HRD Program Development)(21)電
子政府の法体系整備(Legal reformation on 
e-Government)(22)ICT オーガニゼーション戦略プロ
ジェクトの更新(Enhancement of ICT Organization 
Strategy Project)などである。 
初年度に実施される政策は以下の 4 つで①National 
ID system（住民基本台帳の電子化整備）②行政手





 ①1 フォーム 1PC 
   安価なコンピュータの流通により、家庭のみなら
ず、学校やオフィスに PC を普及させる。ベンダーとし
て10社が参加表明している。3年間で20万台を家庭
に普及させる予定である。PC の値段設定は 5 段階で
それぞれスペックが異なり、$250～$480 で普及させる。








 ②ICT 基本法の整備 
   2005 年 6 月に国会で新法が承認された。これに





 ③TV 放送の自由化 







   現在 9 社の ISP（インターネットサービスプロバイ







   現在の基幹通信路は首都ウランバートルを中心
にスター状の構成となっていて光ファイバーケーブル
やマイクロ波通信が混在している。光ケーブル系の







ら 2007 年までに工事する。予算は$18milion（約 20 億
円）、自己財源（南ゴビ金鉱山の収益の一部）で実施
すルートしている。 
 ⑥IT National Learning Center の設立 
   JITEC、Mobicom 社、朝青龍基金により常設の
ITC ハイテクゾーンとして設立する。 
 ⑦展示館 High Tech Dream Hall の設立 
 ⑧地方通信開発 




































では方法がないので LDDL の普及が望まれる。 
 (3)初等教育からの IT 教育教材充実化と教員養成 
  少しずつであるが、IT の教科書が出つつある。し
かし、出版物だけであり、非常に使いづらいものとな






































  モンゴル国においても Linux のモンゴル語化を目
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図 2-1 幹線通信網整備計画（モンゴルの通信網） 
